









































































































































































































































































































業績・成果が数量的・定量的に把握できる仕事 ．370 ．416 459
チームワークを必要とする仕事 ．380 ゐ49 一．519
長期間繰り返すことで習熟できる仕事 ．141 マ74 ．120
新たな手段・手法での対応が求められる仕事 欝8 251 一．045
社内や社外で代わりがすぐに見つかる仕事 一．405 479 一．149
社内で育成するのは相当の時間を要する仕事 ξ64！ 一．019 ．197
仕事の進め方を担当者自身で決まられる仕事 ．485 ．009 ．637
教育・指導・アドバイスをする仕事 。773 一．230 一108
部署を統括する仕事 潔95 一．151 一．209
顧客・協力先・他部署との連携が必要な仕事 β71 ．058 一．130

















































































































































































































































































被説明変数 QllPc調　和 QllPc信　念 QllPc抑　制
β　　　’ β　　　’ β　　　’









F 30．933＊＊ ヱ6206＊＊ 19，993＊＊
自由度調整済みR2 ．025 ，013 ．016
π 5148 5，748 5，Z48
注：＊＊，’，†は，それぞれ1％，5％，10％水準で有意なことを示す。
出所：表6に同じ。
　「調和」的職場行動をとるのは，年齢が高く，女性で，60歳以降になって
から入社した人である確率が高い。経営層である人がやや多くなるが，勤務
時間がフルタイムであるかどうかは関係ない。他方，「信念」的な行動も，
同様に年齢が高い人が多い。ただし，性別では女性がやや多いものの，むし
ろ性別より，フルタイムの経営層という条件が重要なことを示している。フ
ルタイムの経営層の場合，集団を率いる強い信念が求められるので，このよ
うな結果になったと推測される。また，「抑制」的職場行動をとる人は，女
性で，非経営層，および60歳以降になってから入社した人である確率が高
い。集団を率いる立場でもなく，比較的最近入社した高齢者は，控えめな自
己抑制的な行動をとるようである（6）。
⑤経営仕事と非経営的仕事との関係
ところで前述の企業調査からは，高齢者の仕事タイプとして「経営的仕事」
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と「非経営的仕事」が抽出されていた。この個人調査とは別なので，2つの
調査を直接結び付けることはできない。しかし，2つのタイプの内容を考慮
すると，表10の説明変数のうち「経営層ダミー」が，仕事タイプに近い。
そこで表10のうち，この変数の作用に着目すると，既述したように「信念」
では正，「抑制」では負で，共に1％水準で有意となっている。「調和」でも
正で有意だが，5％水準と少し有意性が低下している。表9で既に見たよう
に，ここでの3つの従属変数は，いずれも「仕事熱中満足度」に正に作用し
ていて，中でも「調和」の影響力が大きくなっていた。
　これらのことを総合的に勘案すると，「経営的仕事」に関しては，「信念」
と「調和」という職場行動を通じて，より高い「仕事熱中満足度」につなが
ると考えられる。仕事内容から見ると「信念」の影響が大きいのは当然かも
しれないので，ここでは「調和」も重要なことが注目される。調和を図りつ
つ信念をもって仕事を進めることが，経営的仕事タイプの人を生きいきさせ
る職場行動である。
　他方，「非経営的仕事」に関しては，「抑制」的な職場行動がより必要であ
るが，同時に「調和」的な行動も必要なように思える。「調和」は表10では
正であるので，この行動は「経営的仕事」でより求められているが，表9で
見たように元々「調和」の「仕事熱中満足度」への影響は大きい。そのこと
から，非経営的仕事ではその影響度が低下しているものの，依然として「仕
事熱中満足度」には影響があると考えられる。
4．まとめ
　急激に進展する少子高齢化の中で，継続雇用終了後の年齢層，具体的には
65歳以上の就業促進が必要になるだろう。このような想定のもとに本稿で
は議論を展開した。先行研究について検討した後，実際に企業で働いている
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65歳以上の高齢者を対象に，その仕事生活がどのようなもので，それを規
定する要因は何かを分析した。その際，仕事生活の「生きいき度」を示す指
標として，仕事にどの程度熱中し，どの程度満足しているかを示す変数「仕
事熱中満足度」を作成した。分析で明らかになったことを要約すると，次の
ようになる。
　仕事熱中満足度で見た高齢者の仕事生活は，総じて生きいきとしているこ
とがわかった。しかし，当然のことながら個人ごとの違いも見られるので，
仕事熱中満足度を高めるのは，どのような職場行動があるのかを分析した。
その結果，「調和」，「信念」，「抑制」という3つの職場行動があり，それぞ
れが仕事熱中満足度を高めるように機能していることがわかった。生きいき
とした仕事生活をもたらす職場行動は，1つではないということである。た
だし，3つの中では「調和」の影響力が大きいことも確認できた。次に，そ
の3つの職場行動の決定要因を分析した。その際，高齢期の仕事には大別し
て「経営的仕事」と「非経営的仕事」があったので，その違いも見た。その
結果，「信念」という職務行動が経営的仕事では重要で，非経営的仕事の場
合は「抑制」が必要という結果になった。また「調和」は，経営的仕事でよ
り重要ではあるが，どちらの仕事でも必要と考えることができた。
　これらの結果から，今後，65歳以上の高齢者の就業を促進するためには，
彼らが仕事内容に応じた職場行動をとれるようにすることが必要と言える。
具体的には，本論では「経営的仕事」と呼んだが，チームの中心，あるいは
特定分野の専門家として活躍する場合には，自らがそれを推進していくとい
う「信念」が必要ということである。他方，そのようなリーダーではなくフォ
ロアー（追随者）として貢献する場合には，逆に自己の「抑制」が求められ
る。いずれを想定するかで，求められる行動が異なることに留意する必要が
ある。
　しかし同時に，いずれかに関わらず，「調和」的な行動が求められている。
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企業には，様々な人が共働するという特徴があるので，その中での役割を意
識しながら周囲との協調を図る行動が，仕事の内容に関わらず求められるこ
とを示している。そのような調和的行動は，実は多くの高齢者は長い間の職
業生活を通じて，自然に見につけてきていると考えられる。そのような自然
に身につけてきた能力を発揮できるような環境を整えることが，高齢者の就
業促進につながるように思える。
《注》
（1）玄田（2004；第5章）は，このような批判はセレクションバイアスの可能性
　　を指摘したものであり，その点を補正しても，計測の結果は変わらないとして
　　いる。
（2）太田（2010）は，このように企業が既に雇用しているインサイダー（中高年
　　者）を優先させるので，アウトサイダー（若年者）が不就業者として残される
　　という現象は，リンドバック＝スノーワ（1988）が提唱した「インサイダー・
　　アウトサイダー理論」で説明可能であるとしている。その場合，インサイダー
　　をアウトサイダーと入れ換えることによる副作用も大きいとし，単純な入れ換
　　えには問題があることを指摘している
（3）　この調査は，高齢・障害者雇用支援機構が2008年2月に，事業所を対象に
　　実施した，郵送による大規模なアンケート調査「“高齢従業員を対象とした継
　　続雇用制度”に関する調査」である。この調査には70歳以上の従業員（役員
　　を除く）についても問うたB調査と，それを問うていないA調査がある。こ
　　れらの調査結果は，次の2つの報告書において分析されている。高齢・障害者
　　雇用支援機構（2008），同機構（2009）。
（4）　この調査は，「高業績・活動的高齢者の活用事態と職業経歴に関するアンケー
　　ト調査」（独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構，2009年10月実施）で，65
　　歳以上従業員を3人以上雇用している20，000　＄業所に，65歳以上従業員への
　　調査票配布を依頼し実施した。個人調査票の有効回答者（6，654人）は，男性
　　が約7割と多く，年齢は65～69歳が約8割，70歳以上が約2割を占めた。ま
　　た，「60歳以降」に今の会社に勤め始めた人が約4割と多いものの，「50歳以
　　前」から勤めている人も約3割を占めた。これらの人に働く理由を問うと，
　　「健康維持のため」が最も多く，以下，「生活水準の維持・向上のため」，「今の
　　仕事が好きだから」と続いた。この個人調査，同時に実施した事業所調査，お
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　　よびインタビュー調査の詳しい分析結果が，高齢・障害者雇用支援機構
　　（2010）である。
（5）以下で述べる調査結果は，永野（2010b）を要約したものである。
（6）　永野（2010b）では，この計測結果の「自由度調整済み決定係数」が小さい
　　ので，仕事観を説明変数に加えた分析を続けて行っている。
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